
（参考１）

１） 校内委員会

学校内に置かれた発達障害を含む障害のある幼児児童生徒の実態把握及び支援の在り方等につ
いて検討を行う委員会。

２） 実態把握

　在籍する幼児児童生徒の実態の把握を行い、特別な支援を必要とする幼児児童生徒の存在や状
態を確かめること。
　なお、発達障害についての実態把握に当たっては、平成11年７月の「学習障害児に対する指導
（報告）」及び平成15年３月の「今後の特別支援教育の在り方について（最終報告）」で示され
た実態把握のための観点（試案）も参照のこと。

３） 特別支援教育コーディネーター

学校内の関係者や福祉・医療等の関係機関との連絡調整及び保護者に対する学校の窓口とし
て、校内における特別支援教育に関するコーディネーター的な役割を担う者。専任とは、学級・
教科担任を持たずに、主に特別支援教育のコーディネーター的な役割を担う者のことを示す。

４） 個別の指導計画

幼児児童生徒一人一人の障害の状態等に応じたきめ細かな指導が行えるよう、学校における教
育課程や指導計画、当該幼児児童生徒の個別の教育支援計画等を踏まえて、より具体的に幼児児
童生徒一人一人の教育的ニーズに対応して、指導目標や指導内容・方法等を盛り込んだ指導計
画。

５） 個別の教育支援計画

障害のある幼児児童生徒一人一人のニーズを正確に把握し、教育の視点から適切に対応してい
くという考え方の下に、福祉、医療、労働等の関係機関との連携を図りつつ、乳幼児期から学校
卒業後までの長期的な視点に立って、一貫して的確な教育的支援を行うために、障害のある幼児
児童生徒一人一人について作成した支援計画。

６） 巡回相談

指導上の助言・相談が受けられるよう専門的知識をもった教員・指導主事等が、幼稚園・小学
校・中学校・高等学校等を巡回し、教員に対して、障害のある幼児児童生徒に対する指導内容・
方法に関する指導・助言を行うこと。

７） 専門家チーム

幼稚園、小学校、中学校、高等学校等に対して発達障害等か否かの判断、望ましい教育的対応
等についての専門的意見を示すことを目的として、教育委員会に設置された、教育委員会関係
者、教員、心理学の専門家、医師等の専門的知識を有する者から構成する組織。

８） 特別支援教育に関する教員研修

　この調査では、次の基準により集計を行った。
○研修：特別支援教育に関する研修、特別支援教育に関する講義（講義名に明記されているも
の。演習・協議等を含む。）を含む教員研修のうち、特別支援教育に関する内容が概ね90分以上
のもの。
※行政機関、学校が開催する研修への参加の他、校長会、学会、公益法人、ＮＰＯ、民間団体等
が開催する研修への自主的な参加も含む。
※複数回の講義の合計時間が概ね90分以上のものも含む。

○調査対象教員：校長、園長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、助教諭、養護教諭、
養護助教諭、栄養教諭、講師（いずれも本務者）

○調査対象期間：平成15年4月1日～平成24年9月1日
※受講人数は、延べ人数ではなく、実人数でカウントしている。

調査項目の概要



（参考　２）

調査対象学校数（当調査における全ての国公私立学校） （平成24年９月１日現在）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 合計

12,677校 21,091校 10,625校 5,048校 49,441校

国　立 49校 74校 78校 21校 222校

公　立 4,641校 20,803校 9,798校 3,704校 38,946校

私　立 7,987校 214校 749校 1,323校 10,273校

（注１）休校中の学校は除く（いずれも分校を含む。）。　

（注２）中等教育学校の前期課程は中学校に、後期課程は高等学校に含めた。
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